
加茂市と URBANIX 株式会社との包括連携に関する協定締結式 

議事要旨 

 

日時：令和 8 年 4 月 27 日（月）14 時 00 分〜14 時 45 分 

場所：加茂市役所 3 階 301 会議室 

 

出席者 

 

● URBANIX 株式会社 

岩淵丈和（URBANIX 株式会社 代表取締役） 

 

● 加茂市 

五十嵐裕幸（加茂市 副市長） 

 

● 司会・補助・記録 

齋藤祐樹（加茂市政策推進課 課長）  

近藤真史（加茂市政策推進課 課長補佐）  

日山綾夏（加茂市政策推進課 主事） 

坂内奏太（加茂市政策推進課 主事） 

  



議事 

 

１． 開会（協定の趣旨説明） 

事務局より、出席者紹介および、本協定が双方の資源を有効活用し、加茂市の地域課題解

決、利便性向上、持続可能なまちづくり（デジタル技術による可視化、市民参加型コミュニテ

ィ活性化、官民連携による公共空間利活用等）を目的とするものであることを説明した。 

 

２． 協定の概要説明 

URBANIX 株式会社 岩淵代表取締役より、都市工学の知見とデジタル技術を融合させ

た事業展開について説明があった。 

 

まず、九州大学での研究成果を基にした「解析結果を空論で終わらせず、実際の空間に実

装する」という同社の姿勢を提示。「環境を動かし、人の未来をひらく」という理念のもと、適

切な情報や場所がないために挑戦を足踏みしている層に対し、テクノロジーで解決策を提供

するとした。 

 

本協定では３つの柱（①デジタルによる可視化、②市民参加型の情報発信、③官民連携に

よる公共空間の利活用）を掲げる。具体策として、出店 DX プラットフォーム「Placebook

（プレイスブック）」を導入。人流や視認性などの科学的解析結果を地図上で可視化し、これま

で検討が難しかった場所の価値を「使える道具」として証明する。 

 

最大の特徴は、１日単位からの場所貸しを可能にする「短期出店インフラ」の構築である。

これにより、初期投資を抑えた「スモールステップ出店」が可能となり、若者や起業家の新規

参入を促進する。加茂市の「まちなか未来ビジョン」を加速させる「実装のパートナー」とし

て、市民一人一人が主役となる挑戦の場づくりを伴走支援していくと締めくくった。 

 

３． 協定書署名・写真撮影 

五十嵐副市長から協定書への押印が行われ、締結を記念した写真撮影を実施した。 

 

４． 挨拶 

【五十嵐副市長】 

官民共創プラットフォームを介した対話を通じて、両者のビジョンが一致した。空き店舗の

増加や公共空間の有効利用といった課題に対し、同社のノウハウを導入することで、リスク

を抑えて挑戦できる環境を作りたい。加茂駅周辺まちなかエリアプラットフォームとも連携

し、民間事業の価値を高めるフィードバックに繋げていく。 

 



【岩淵代表取締役】 

自社は「何かをやってみたい人」のハードルを下げるインフラを作る会社である。昨日から

加茂市に滞在し、地域のポテンシャルと温かさを肌で感じた。大学での研究活動（九州大学）

を応用した知見を最大限活用し、加茂市の発展に貢献したい。 

 

５． 質疑応答 

報道関係者との間で、以下の質疑が行われた。 

 

【質問（三条新聞）】URBANIX 社の業態をどう表記すべきか。 

【回答（岩淵氏）】「都市デザイン」や「都市のプロデュースカンパニー」と捉えてほしい。メイン

事業は都市計画のコンサルティングだが、構想を空論で終わらせず実装まで行うのが特徴

である。 

 

【質問（三条新聞）】自治体との包括連携協定の締結実績は。 

【回答（岩淵氏）】今回が初めてである。これまでは官民連携プラットフォーム上での個別の関

わりはあったが、協定という形は加茂市が第１号となる。 

 

【質問（新潟日報）】最初の具体的な取り組みとスケジュールは。 

【回答（岩淵氏）】春から夏にかけてオープンデータを活用したエリア解析を行う。その後、秋

から冬にかけてイベント等に合わせた短期出店の募集など、実証実験を１年かけて進める予

定である。 

 

【質問（新潟日報）】「ポテンシャルの可視化」とは具体的にどのようなものか。 

【回答（岩淵氏）】単なる駅からの距離だけでなく、歩行者の見通しの良さ、回遊性、既存店舗

の集積状況などを科学的に分析する。 

【回答（加茂市補足）】人の目線の動きや交通量のデータが公開されれば、民間の方が金融機

関から融資を受ける際の説得材料（事業計画の裏付け）にも活用できると期待している。 

 

６． 閉会 

事務局より閉会の挨拶を行い、終了した。 

以上 


